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１【ファンドの運用状況】

CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド（以下「管理会社」といいます。）が管理す

るCSOPインベストメント・ファンド（以下「ファンド」といいます。）のサブ・ファンドであるCSOP米ド

ル・セレクト・マネー・マーケット・ファンド（CSOP US Dollar Select Money Market Fund）（以下「サ

ブ・ファンド」といいます。）の運用状況は次のとおりです。

 

（１）【投資状況】

①　投資状況

 （2026年７月末日現在）

資産の種類 国名 時価合計（米ドル） 投資比率（％）

譲渡性預金

オーストラリア 4,922,925.35 7.84

ケイマン諸島 4,988,116.45 7.95

香港 4,910,102.10 7.82

サイジアラビア 9,960,564.95 15.87

シンガポール 9,897,434.75 15.77

アラブ首長国連邦 4,968,131.45 7.92

預金 シンガポール 8,644,228.89 13.77

米国財務省短期証券 米国 1,001,101.83 1.60

現金その他の資産（負債控除後） 13,463,819.35 21.45

合計（純資産総額）
62,756,425.12

（約10,086百万円）
100.00

（注１）投資比率とは、サブ・ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。以下同じです。

（注２）米ドルの円貨換算は、2026年７月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝160.72

円）によります。以下、別段の記載がない限り、米ドルの円貨表示は全てこれによるものとします。

（注３）本書の中で金額及び比率を表示する場合、四捨五入しています。従って、合計の数字が一致しない場合があります。ま

た、円貨への換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算の上、必要な場合四捨五入してあ

ります。従って、本書中の同一情報につき異なった円貨表示がなされている場合もあります。

 

②　投資有価証券の主要銘柄

（2026年７月末日）

 銘柄 種類 発行国

利率

(クーポン

レート)

（％）

償還日 数量／額面

（米ドル） 投資

比率

（％）額面金額 取得金額 時価

１
RJHIAB 0

08/21/26
譲渡性預金 ケイマン諸島 0

2026年

８月21日
5,000,000 99.762329 4,894,830.49 4,988,116.45 7.95

２
BSFR 0

09/01/26
譲渡性預金 サウジアラビア 0

2026年

９月１日
5,000,000 99.629622 4,887,691.70 4,981,481.10 7.94

３
ALINMA 0

09/08/26
譲渡性預金 サウジアラビア 0

2026年

９月８日
5,000,000 99.581677 4,892,667.10 4,979,083.85 7.93

４
ABUDCB ECD 0

09/18/26
譲渡性預金

アラブ

首長国連邦
0

2026年

９月18日
5,000,000 99.362629 4,877,837.28 4,968,131.45 7.92

５
NCBKSG 0

10/13/26
譲渡性預金 シンガポール 0

2026年

10月13日
5,000,000 99.195611 4,873,281.15 4,959,780.55 7.90

６
KNFP 0

11/27/26
譲渡性預金 シンガポール 0

2026年

11月27日
5,000,000 98.753084 4,902,254.50 4,937,654.20 7.87

７
SUMIBK 0

11/23/26
譲渡性預金 オーストラリア 0

2026年

11月23日
5,000,000 98.458507 4,877,627.10 4,922,925.35 7.84

８
SOCGEN 0

12/23/26
譲渡性預金 香港 0

2026年

12月23日
5,000,000 98.202042 4,885,754.75 4,910,102.10 7.82
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９
TREASURY BILL

B 01/28/27

米国財務省

短期証券
米国 0

2027年

１月28日
620,000 98.0575 607,822.68 607,956.50 0.97

10
TREASURY BILL

B 01/07/27

米国財務省

短期証券
米国 0

2027年

１月７日
400,000 98.286333 392,369.33 393,145.33 0.63

 

以上が、2026年７月末日時点において、サブ・ファンドが保有する全ての有価証券である。

 

③　投資不動産物件

該当事項はありません（2026年７月末日現在）。

 

④　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません（2026年７月末日現在）。

 

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

2026年２月26日から2026年７月末日までの期間における各月末の純資産の推移は次の通りです。

 

 純資産総額 １口当たり純資産価格

 米ドル（千ドル） 円（百万円） 米ドル 円

2026年２月末日 55,017 8,842 10.0032 1,608

３月末日 61,800 9,932 10.0348 1,613

４月末日 61,983 9,962 10.0644 1,618

５月末日 62,160 9,990 10.0932 1,622

６月末日 62,566 10,056 10.1249 1,627

７月末日 62,757 10,086 10.1558 1,632

 

②【分配の推移】

該当事項はありません。

 

③【収益率の推移】

2026年２月26日から2026年７月末日までの期間における収益率の推移は次のとおりです。

 

期間 収益率（％）

2026年２月26日～2026年７月末日 1.56

（注）収益率（％）＝100×（ａ－ｂ）÷ｂ

ａ＝2026年７月末日の１口当たりの純資産価格

ｂ＝受益証券１口当たり当初発行価格（10米ドル）
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また、サブ・ファンドは、2026年２月26日から運用を開始したため、１年間の収益率はありませ

ん。

 

（参考情報）

 

２【販売及び買戻しの実績】

2026年２月26日から2026年７月末日までの期間における販売及び買戻しの実績並びに2026年７月末日現

在の発行済口数は次のとおりです。

 

 販売口数 買戻口数 発行済口数

2026年２月26日～

2026年７月末日

6,179,385

(0)

0

(0)

6,179,385

(0)

（注）（　）の数字は本邦内における販売、買戻しおよび発行済口数です。
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３【ファンドの経理状況】

 

ａ．サブ・ファンドの日本文の中間財務書類は、「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」（平成

５年大蔵省令第22号）に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号）第328条第５項ただし書の規定を適用して国際会計基準に準拠して作成された原文の中間

財務諸類を翻訳したものです（ただし、円換算部分を除きます。）。

 

ｂ．サブ・ファンドの原文中間財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいいます。）の監査を受けていません。

 

ｃ．サブ・ファンドの原文の中間財務書類は米ドルで表示されています。日本文の財務書類には、主要な金

額について円換算額が併記されています。日本円への換算には、2026年７月31日現在の株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝160.72円）が使用されています。なお、千円未満の

金額は四捨五入されています。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致

しない場合があります。
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（１）【資産及び負債の状況】

 

要約財政状態計算書

2026年６月30日現在（未監査）

 

 

CSOP米ドル・セレクト・

マネー・マーケット・ファンド

   

 2026年６月30日

 米ドル 千円

   

資産   

損益を通じて公正価値で測定する金融資産 49,233,675 7,912,836

その他の未収金 2,206 355

現金及び現金同等物 13,421,339 2,157,078

資産合計 62,657,220 10,070,268

   

負債   

未払設立費用 92,475 14,863

その他の未払金及び未払費用 92,458 14,860

負債合計 184,933 29,722

   

純資産   

受益者に帰属する純資産 62,472,287 10,040,546

純資産合計 62,472,287 10,040,546
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要約包括利益計算書

2025年10月24日（登録日）から2026年６月30日までの会計期間（未監査）

 

 

CSOP米ドル・セレクト・

マネー・マーケット・ファンド

   

 

2025年10月24日（登録日）から

2026年６月30日までの会計期間

 米ドル 千円

   

収益   

損益を通じて公正価値で測定する金融資産に係る

公正価値の純変動額 719,706 115,671

受取利息 156,635 25,174

その他の収益 2,206 355

純収益合計 878,547 141,200

   

費用   

監査報酬 (4,805) (772)

銀行手数料 (75) (12)

設立費用 (100,000) (16,072)

法務報酬 (8,008) (1,287)

管理報酬 (83,463) (13,414)

受託者報酬 (4,358) (700)

その他の運用費用 (15,762) (2,533)

費用合計 (216,471) (34,791)

   

税引前純利益 662,076 106,409

   

源泉徴収税 － －

   

当期の受益者に帰属する純資産の増加額 662,076 106,409
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受益者に帰属する要約純資産変動計算書

2025年10月24日（登録日）から2026年６月30日までの会計期間（未監査）

 

 

CSOP米ドル・セレクト・

マネー・マーケット・ファンド

   

 

2025年10月24日（登録日）から

2026年６月30日までの会計期間

 米ドル 千円

   

期首の受益者に帰属する純資産 － －

   

受益証券の発行 91,122,000 14,645,128

受益証券の買戻し (29,311,789) (4,710,991)

受益証券の財務活動による純増加額 61,810,211 9,934,137

   

運用活動による受益者に帰属する純資産の増加額 662,076 106,409

期末の受益者に帰属する純資産 62,472,287 10,040,546

 

 

 口数

  

期首の発行済口数 －

  

発行口数 9,078,385

買戻口数 (2,899,000)

期末の発行済口数 6,179,385
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要約キャッシュ・フロー計算書

2025年10月24日（登録日）から2026年６月30日までの会計期間（未監査）

 

 

CSOP米ドル・セレクト・

マネー・マーケット・ファンド

   

 

2025年10月24日（登録日）から

2026年６月30日までの会計期間

 米ドル 千円

   

運用活動によるキャッシュ・フロー   

税引前純利益 662,076 106,409

調整項目：   

－受取利息 (156,635) (25,174)

 505,441 81,234

   

運用活動による資産及び負債の増減：   

－損益を通じて公正価値で測定する金融資産の増減 (49,233,675) (7,912,836)

－その他の未収金の増減 (2,206) (355)

－未払設立費用の増減 92,475 14,863

－その他の未払金の増減 92,458 14,860

運用活動に使用した現金 (48,545,507) (7,802,234)

   

受取利息 156,635 25,174

運用活動に使用した現金（純額） (48,388,872) (7,777,060)

   

財務活動によるキャッシュ・フロー   

受益証券の発行による収入 91,122,000 14,645,128

受益証券の買戻しによる支出 (29,311,789) (4,710,991)

財務活動により獲得した現金（純額） 61,810,211 9,934,137

   

現金及び現金同等物の純増加額 13,421,339 2,157,078

期首の現金及び現金同等物 － －

期末の現金及び現金同等物 13,421,339 2,157,078
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要約財務諸表に対する注記（未監査）

2025年10月24日（登録日）から2026年６月30日までの会計期間（未監査）

 

１．重要な会計方針

 

1.1　作成の基礎

 

CSOP米ドル・セレクト・マネー・マーケット・ファンド（以下「サブ・ファンド」という。）の財務諸

表は、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が公表するIFRS会計基準及びIASBの国際財務報告

解釈指針委員会が公表する解釈指針に準拠して作成されている。

 

財務諸表は、損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債（以下「FVPL」という。）として

分類される項目を除き、取得原価主義に基づいて作成されている。当該FVPLに分類される項目は、公正

価値で測定されている。サブ・ファンドの財務諸表は米国ドル（以下「米ドル」という。）で表示され

ており、別段の記載がある場合を除き、すべての金額は米ドル未満を四捨五入して表示している。

 

重要な会計上の判断、見積り及び仮定

 

IFRS会計基準に準拠した財務諸表の作成にあたっては、管理者が会計方針の適用並びに財務諸表に認識

される金額及び偶発負債の開示に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが求められる。当該見

積り及び関連する仮定は、過去の実績及びその状況下で合理的と考えられる他の様々な要因に基づいて

おり、その結果は、他の情報源からは明らかでない資産及び負債の帳簿価額に関する判断の基礎とな

る。実際の結果は、これらの見積りと異なる場合がある。

 

会計方針及び開示の変更

 

2025年１月１日以降に開始する会計期間から適用される基準、基準の改訂又は解釈指針のうち、サブ・

ファンドの財務諸表に重要な影響を与えるものはない。

 

公表済みであるが未だ発効していないIFRS会計基準

 

公表済みであるが未だ発効していない以下の新設及び改訂IFRS会計基準について、サブ・ファンドは、

当財務諸表において適用していない。サブ・ファンドは、該当する場合、当該新設及び改訂IFRS会計基

準が発効した時点でこれを適用する予定である。

 

IFRS第18号　　　「財務諸表における表示及び開示」
1

 

1
　2027年１月１日以降に開始する会計期間／報告期間から適用される。

 

サブ・ファンドに適用される見込みのIFRS会計基準に関する詳細は、以下のとおりである。

 

IFRS第18号は、IAS第１号「財務諸表の表示」に置き換わるものである。IAS第１号の多くの項目が限定

的な変更を伴って引き継がれる一方、IFRS第18号は、特定の合計及び小計を含む、包括利益計算書内に

おける表示について新たな要求事項を導入している。企業は、包括利益計算書内のすべての収益及び費

用を、営業、投資、財務、法人所得税及び非継続事業の５つの区分のいずれかに分類し、新たに定義さ

れた２つの小計を表示することが求められる。また、経営陣が定義する業績指標に関する開示を単一の

注記にまとめることを要求し、財務諸表本体及び注記の双方における情報のグルーピング（集約及び分

解）並びに情報の記載場所に関する要求事項を強化している。従来IAS第１号に含まれていた一部の要求

事項は、IAS第８号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に移管され、同基準はIAS第８号「財

務諸表の作成の基礎」に名称変更されている。IFRS第18号の公表に伴い、IAS第７号「キャッシュ・フ

ロー計算書」、IAS第33号「１株当たり利益」及びIAS第34号「期中財務報告」について、限定的ではあ

るが広範に適用される改訂が行われている。また、その他のIFRS会計基準についても軽微な結果的修正

が行われている。IFRS第18号及び他のIFRS会計基準に対する結果的修正は、2027年１月１日以降に開始
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する会計期間から適用され、早期適用も認められる。遡及適用が求められる。サブ・ファンドは現在、

当該新たな要求事項の分析をするとともに、財務諸表の表示及び開示に対するIFRS第18号の影響の評価

を行っている。

 

その他、未だ発効していない基準、解釈指針又は既存基準の改訂のうち、サブ・ファンドに重要な影響

を与えると見込まれるものはない。

 

1.2　金融商品

 

（ａ）分類

 

サブ・ファンドは、IFRS第９号に従い、当初認識時において金融資産及び金融負債を以下に述べる金

融資産及び金融負債の区分に分類している。

 

当該分類の適用にあたり、金融資産又は金融負債は以下のいずれかに該当する場合、売買目的で保有

されるものとみなされる。

 

・主として短期間で売却又は買戻しを行う目的で、取得又は発生したものである場合、又は

 

・当初認識時において共同して管理され、かつ、最近の短期的な利益獲得を行っている実績を示す

証拠がある、特定された金融商品のポートフォリオの一部を構成する場合

 

金融資産

 

サブ・ファンドは、その金融資産を以下の両方に基づいて、その後の測定において償却原価で測定す

る金融資産、又は損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類する。

 

・金融資産を管理するための運用モデル、及び

 

・金融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性

 

（ⅰ）償却原価で測定する金融資産

 

負債性金融商品は、契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的とする運用モデルに基づ

いて保有され、かつ、その契約条件により元本残高に対する元本及び利息の支払いのみ（以下

「SPPI」という。）から成るキャッシュ・フローが特定の日に生じる場合、償却原価で測定され

る。サブ・ファンドは、その他の未収金並びに現金及び現金同等物を含む、短期の非金融債権を

この区分に含めている。

 

（ⅱ）FVPLに分類される金融資産

 

金融資産は以下のいずれかに該当する場合、FVPLに分類される。
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・その契約条件により、元本残高に対するSPPIであるキャッシュ・フローが特定の日に生じない

場合、又は

 

・契約上のキャッシュ・フローを回収すること、又は契約上のキャッシュ・フローの回収と売却

の両方を目的とする事業モデルの中で保有されていない場合、又は

 

・当初認識時に取消不能の指定を行うことによりFVPLで測定され、それにより測定上又は認識上

の不整合が除去又は大幅に軽減される場合であって、当該不整合が、資産もしくは負債を測定

すること、又はそれらに係る利益もしくは損失を異なる基準で認識することから生じるもので

あるとき

 

サブ・ファンドは、売買目的で保有する資産としての負債証券、譲渡性預金及び定期預金をこの

区分に含めている。

 

金融負債

 

（ⅰ）償却原価で測定する金融負債

 

この区分には、FVPLに分類されるもの以外のすべての金融負債が含まれる。サブ・ファンドは、

未払設立費用並びにその他の未払金及び未払費用をこの区分に含めている。

 

（ｂ）認識

 

サブ・ファンドは、金融資産又は金融負債の契約上の条項の当事者となった場合に限り、これを認識

する。FVPLに分類される金融資産の購入及び売却は、約定日基準で会計処理される。

 

（ｃ）当初測定

 

FVPLに分類される金融資産は、財政状態計算書において公正価値で計上される。当該金融商品に係る

取引手数料は、すべて包括利益計算書において直接認識される。

 

金融資産及び金融負債（FVPLに分類されるものを除く。）は、当初、その公正価値に取得又は発行に

直接起因する付随費用を加算した金額で測定される。

 

（ｄ）事後測定

 

当初認識後、サブ・ファンドは、FVPLに分類される金融商品を公正価値で測定する。当該金融商品の

公正価値のその後の変動は「FVPLに分類される金融資産及び金融負債に係る純利益（損失）」として

計上される。当該金融商品から生じる受取利息は、包括利益計算書において「受取利息」として区分

して計上される。

 

FVPLに分類されるもの以外の金融資産は、実効金利法を用いた償却原価から減損引当金を控除した金

額で測定される。利益及び損失は、金融資産の認識の中止時もしくは減損時、並びに償却の過程を通

じて包括利益計算書において認識される。

 

FVPLに分類されるもの以外の金融負債は、実効金利法を用いた償却原価で測定される。利益及び損失

は、負債の認識の中止時、並びに償却の過程を通じて包括利益計算書において認識される。

 

実効金利法とは、金融資産又は金融負債の償却原価を計算し、関連する期間にわたって受取利息又は

支払利息を配分する方法である。実効金利とは、金融資産又は金融負債の予想存続期間にわたる将来

の見積キャッシュ・インフロー又はキャッシュ・アウトフローを、当該金融資産の総額の帳簿価額又

は当該金融負債の償却原価と等しくするために用いる割引率をいう。実効金利の算定にあたり、サ

ブ・ファンドは、金融商品のすべての契約条件を考慮してキャッシュ・フローを見積るが、予想信用
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損失は考慮しない。当該算定には、実効金利に不可分な要素である契約当事者間で授受されるすべて

の手数料、取引費用及びその他のプレミアム又はディスカウントが含まれる。

 

（ｅ）認識の中止

 

金融資産は、当該金融資産からキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅した場合、又はサブ・ファ

ンドが当該金融資産からキャッシュ・フローを受け取る権利を譲渡した場合、もしくはパス・スルー

契約に基づき受け取ったキャッシュ・フローを重要な遅延なく第三者に全額支払う義務を引き受け、

かつ、サブ・ファンドが当該資産に係るリスクと経済価値のほぼすべてを移転したか、又はサブ・

ファンドが当該金融資産に係るリスクと経済価値のほぼすべてを移転も保持もしていないものの、当

該資産の支配を移転した場合、その認識が中止される。

 

サブ・ファンドが資産からキャッシュ・フローを受け取る権利を譲渡した場合（又はパス・スルー契

約を締結した場合）であって、当該資産に係るリスクと経済価値のほぼすべてを移転も保持もせず、

かつ、当該資産の支配も移転していないときは、当該資産はサブ・ファンドが当該資産に対して継続

的に関与する範囲において認識される。この場合、サブ・ファンドは関連する負債も認識する。譲渡

資産及び関連する負債は、サブ・ファンドが保持している権利及び義務を反映する基礎により測定さ

れる。サブ・ファンドは、負債に係る義務が免除、取消し又は消滅した場合に当該金融負債の認識を

中止する。

 

公正価値の測定

 

サブ・ファンドは各報告期間の末日において、金融商品への投資を公正価値で測定する。

 

公正価値とは、測定日において市場参加者間で行われる秩序ある取引において、資産を売却する際に

受け取る価格又は負債を移転する際に支払う価格をいう。公正価値測定は、資産の売却又は負債の移

転に係る取引が、次のいずれかにおいて行われるとの前提に基づいている。

 

・当該資産又は負債の主要な市場、又は

 

・主要な市場が存在しない場合には、当該資産又は負債にとって最も有利な市場

 

主要な市場又は最も有利な市場は、サブ・ファンドにとってアクセス可能なものでなければならな

い。

 

資産又は負債の公正価値は、市場参加者が自己の経済的利益を最大化するように行動するとの前提の

もとで、市場参加者が当該資産又は負債の価格付けに際して用いると想定される仮定を用いて測定さ

れる。

 

取引所に上場又は取引されている金融商品の公正価値は、売買気配値の範囲内にある直近の取引価格

に基づいている。

 

財務諸表において公正価値が測定又は開示されるすべての資産及び負債は、公正価値測定全体にとっ

て重要な最も低いレベルのインプットに基づき、以下のとおり公正価値ヒエラルキーの中に分類され

る。

 

レベル１－　同一の資産又は負債について活発な市場における（無調整の）相場価格

レベル２－　公正価値測定にとって重要な最も低いレベルのインプットが直接又は間接的に観察可能

な評価技法

レベル３－　公正価値測定にとって重要な最も低いレベルのインプットが観察不能な評価技法

 

財務諸表において継続的に認識される資産及び負債について、サブ・ファンドは、各報告期間の末日

において分類（公正価値測定全体にとって重要な最も低いレベルのインプットに基づく。）を再評価

することにより、ヒエラルキーのレベル間で振替が生じたか否かを判定する。
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1.3　収益認識

 

受取利息は、実効金利法を用いて期間の経過に応じて包括利益計算書において認識される。

 

その他の収益は、経済的便益がサブ・ファンドに流入する可能性が高く、かつ、その他の収益について

信頼性をもって測定できる場合に認識される。その他の収益は、サブ・ファンドが支払いを受ける権利

が確定した時点で認識される。

 

1.4　費用

 

費用は発生主義に基づいて認識される。

 

1.5 現金及び現金同等物

 

財政状態計算書における現金及び現金同等物は、既知の金額の現金に容易に転換可能であり、価値変動

のリスクがわずかである、当初満期が３カ月以内の銀行短期預金から構成される。

 

キャッシュ・フロー計算書上、現金及び現金同等物は、上記に定義した現金及び現金同等物から、該当

する場合には未決済の当座借越額を控除したものから構成される。

 

1.6　買戻可能受益証券

 

買戻可能受益証券は、以下の場合に資本性金融商品に分類される。

 

・買戻可能受益証券が、サブ・ファンドの清算時にその保有者にサブ・ファンドの純資産の比例持分

を受け取る権利を与えている場合

 

・買戻可能受益証券が、他のすべての種類の金融商品に劣後する種類の金融商品に属している場合

 

・他のすべての種類の金融商品に劣後する種類に属するすべての買戻可能受益証券が、同一の特徴を

有している場合

 

・買戻可能受益証券が、保有者がサブ・ファンドの純資産の比例持分を受け取る権利以外に、現金も

しくは他の金融資産を引き渡す契約上の義務を含んでいない場合、又は
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・当該金融商品の存続期間において、買戻可能受益証券に帰属すると見込まれるキャッシュ・フロー

の総額が、当該存続期間にわたるサブ・ファンドの損益、認識された純資産の変動、又は認識され

た及び認識されていない純資産の公正価値の変動に実質的に基づいている場合

 

買戻可能受益証券が上記のすべての特徴を有していることに加えて、サブ・ファンドは、以下の特徴を

有する他の金融商品又は契約を有していないことを要する。

 

・サブ・ファンドの損益、認識された純資産の変動、又は認識された及び認識されていない純資産の

公正価値の変動に実質的に基づくキャッシュ・フローの総額、並びに

 

・買戻可能受益証券の保有者への残余リターンを、実質的に制限又は固定する効果

 

サブ・ファンドの買戻可能受益証券は、改訂IAS第32号に基づき資本性金融商品に分類される解約請求権

付金融商品の定義を満たしており、資本として分類されている。

 

サブ・ファンドは、買戻可能受益証券の分類を継続的に評価している。買戻可能受益証券が資本に分類

されるために定められたすべての特徴を有しなくなった場合、又はすべての条件を満たさなくなった場

合、サブ・ファンドはこれを金融負債に再分類し、再分類の日における公正価値で測定するとともに、

従前の帳簿価額との差額を資本において認識する。その後、買戻可能受益証券がすべての特徴を有し、

かつ、資本に分類されるための条件を満たすこととなった場合には、サブ・ファンドはこれを資本性金

融商品に再分類し、再分類の日における負債の帳簿価額で測定する。

 

買戻可能受益証券の発行、取得及び消却は、資本取引として会計処理される。買戻可能受益証券の発行

に際して受け取った対価は、資本に含められる。

 

サブ・ファンドが自己の資本性金融商品を発行するにあたり発生した取引費用は、当該資本取引がなけ

れば回避されたであろう当該取引に直接起因する付随費用の範囲において、資本からの控除として会計

処理される。

 

サブ・ファンドが再取得した自己の資本性金融商品は、資本から控除され、直接起因する付随費用を含

む支払対価と同額で会計処理される。

 

サブ・ファンドによる自己の資本性金融商品の購入、売却、発行又は消却に関して、包括利益計算書に

おいて利益又は損失は認識されない。

 

買戻可能受益証券は、サブ・ファンドの純資産価額の比例持分に相当する現金で買戻しすることができ

る。サブ・ファンドの１口当たり純資産価額は、受益者に帰属する純資産を、サブ・ファンドの発行済

受益証券総口数で除して算定される。

 

1.7　セグメント情報

 

事業セグメントは、最高経営意思決定者が使用する内部報告と整合的な方法で報告される。事業セグメ

ントへの資源配分及び業績評価に責任を負う管理会社が、戦略的意思決定を行う最高経営意思決定者と

して識別されている。

 

1.8　金融資産の減損

 

償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失を２つの段階で認識する一般的アプローチに基

づき、減損引当金が認識される。当初認識以降、信用リスクが著しく増大していない信用エクスポー

ジャーについては、サブ・ファンドは、今後12カ月以内に発生し得るデフォルト事由に起因する信用損

失について引当金を計上することが求められる（ステージ１）。当初認識以降、信用リスクが著しく増

大した信用エクスポージャーについては、デフォルトの発生時期にかかわらず、当該エクスポージャー

の残存期間にわたって予想される信用損失について貸倒引当金が求められる（ステージ２）。
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サブ・ファンドは、より適切なデフォルト基準を適用すべきことを示す合理的かつ裏付け可能な情報が

ない限り、金融資産について、支払期日から90日を超えて延滞した場合にデフォルトが発生したものと

みなす。

 

1.9　FVPLに分類される金融資産に係る未実現損益の純変動

 

この項目には、FVPLに分類される金融資産の公正価値の変動が含まれる。

 

未実現損益は、当期における金融商品の公正価値の変動、並びに当報告期間中に実現した金融商品に係

る前期の未実現損益の戻入れから構成される。

 

1.10 FVPLに分類される金融資産の処分に係る実現損益の純額

 

FVPLに分類される金融資産の処分に係る実現損益は、ファンドにおいては加重平均法を用いて算定され

る。

 

1.11 設立費用

 

設立費用は、発生した会計期間において費用として認識される。

 

1.12 関連当事者

 

当事者は以下のいずれかに該当する場合、サブ・ファンドの関連当事者とみなされる。

 

（ａ）当該当事者が個人又はその近親者であり、かつ当該個人が

（ⅰ）サブ・ファンドを支配又は共同支配している場合

（ⅱ）サブ・ファンドに重要な影響力を有している場合、又は

（ⅲ）サブ・ファンド又はサブ・ファンドのマザーファンドの主要な経営幹部の一員である場合

 

又は

 

（ｂ）当該当事者が、以下のいずれかの条件に該当する事業体である場合

（ⅰ）当該事業体とサブ・ファンドが同一グループに属する場合

（ⅱ）一方の事業体が他方の事業体（又は他方の事業体の親会社、子会社もしくは兄弟会社）の関

連会社又は共同支配企業である場合

（ⅲ）当該事業体とサブ・ファンドが同一の第三者の共同支配企業である場合

（ⅳ）一方の事業体が第三の事業体の共同支配企業であり、他方の事業体が当該第三の事業体の関

連会社である場合

（ⅴ）当該事業体が、サブ・ファンド又はサブ・ファンドの関連当事者である事業体の従業員のた

めの退職後給付制度である場合

（ⅵ）当該事業体が、（ａ）で識別された者により支配又は共同支配されている場合

（ⅶ）（ａ）（ⅰ）で識別された者が当該事業体に重要な影響力を有しているか、又は当該事業体

（もしくは当該事業体の親会社）の主要な経営幹部の一員である場合、並びに

（ⅷ）当該事業体、又は当該事業体が属するグループの構成員が、サブ・ファンドもしくはサブ・

ファンドのマザーファンドに主要な経営幹部サービスを提供している場合

 

1.13 外貨換算

 

有価証券の購入及び売却、収益及び費用を含む当期中の取引は、取引日現在の為替レートで換算され

る。

 

外貨建ての貨幣性資産及び負債は、報告期間の末日現在の機能通貨の為替レートで換算される。貨幣性

項目の決済又は換算により生じる差額は、包括利益計算書において認識される。
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外貨建ての取得原価で測定される非貨幣性項目は、当初取引日現在の為替レートを用いて換算される。

外貨建ての公正価値で測定される非貨幣性項目は、公正価値が決定された日現在の為替レートを用いて

換算される。

 

FVPLに分類される金融商品に係る外貨換算損益は、包括利益計算書に含まれる。
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（２）【投資有価証券明細表等】

 

運用ポートフォリオ

2026年６月30日現在（未監査）

 

CSOP米ドル・セレクト・マネー・マーケット・ファンド

 口数

公正価値

（米ドル）

純資産に

おける

比率（％）

業種別    

    

負債証券    

政府    

United States Treasury Bill 07/14/26 500,000 499,350 0.80

負債証券合計  499,350 0.80

    

譲渡性預金    

銀行    

Abu Dhabi Commercial Bank 09/18/26 5,000,000 4,947,550 7.92

Alinma Bank 09/08/26 5,000,000 4,962,020 7.94

Alrajhi Bank 08/21/26 5,000,000 4,969,697 7.96

Banque Saudi Fransi 09/01/26 5,000,000 4,962,962 7.94

Natixis 11/27/26 5,000,000 4,921,275 7.88

Saudi National Bank 10/13/26 5,000,000 4,942,701 7.91

Societe Generale 12/23/26 5,000,000 4,890,749 7.83

Sumitomo Mitsui Banking Corporation 11/23/26 5,000,000 4,901,966 7.85

    

譲渡性預金合計  39,498,920 63.23

    

定期預金    

銀行    

DBS Bank Limited  620,000 0.99

MUFG Bank, Ltd.  5,000,000 8.01

Qatar National Bank (Q.P.S.C.)  3,500,000 5.60

  9,120,000 14.60

    

定期預金に係る未収利息  115,405 0.18

    

定期預金合計  9,235,405 14.78

    

運用資産合計（公正価値）  49,233,675 78.81

    

運用資産合計（取得原価）  48,710,544  
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CSOP米ドル・セレクト・マネー・マーケット・ファンド

 

2025年10月24日（登録日）から

2026年６月30日までの会計期間

   

  

純資産における

比率（％）

   

地域別   

   

フランス  15.71

日本  15.86

カタール  5.60

サウジアラビア  31.75

シンガポール  0.99

アラブ首長国連邦  7.92

米国  0.80

定期預金に係る未収利息  0.18

   

運用資産合計  78.81

   

その他資産・負債（純額）  21.19

   

純資産合計  100.00

 

 

ファンドの純資産価額

 純資産価額

１口当たり

純資産価額

 米ドル 米ドル

会計期間末現在   

   

2026年６月30日 62,565,438 10.1249

 

 

１口当たり最高発行価額及び最低買戻価格

 

最高発行価額

（１口当たり）

１口当たり

最低買戻価額

 米ドル 米ドル

2025年10月24日（登録日）から

2026年６月30日までの会計期間

 

10.1249

 

10.0000
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４【管理会社の概況】

（１）【資本金の額】

2026年７月31日現在、管理会社の払込済み資本金は6,500,000シンガポールドル（約８億1,400万円）

であり、発行済み株式総数は6,500,000株です

過去５年間において、主な資本金の額の増減はありません。

（注）シンガポールドルの円貨換算は、2026年７月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１シンガ

ポールドル＝125.23円）によります。以下、別段の記載がない限り、シンガポールドルの円貨表示は全てこれによるものと

します。

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

管理会社は、2018年４月30日にシンガポールで設立されました。管理会社は、シンガポール金融管理

局から付与されたにより付与されるキャピタル・マーケット・サービスのライセンスを保有し、機関投

資家及び個人投資家の両方に対して、ファンド運用及び投資助言サービスを提供しています。

 

2026年７月末日現在、管理会社が運用するファンドは以下のとおりです。

 

国別（設立国） 種類別 本数 純資産の合計（通貨別）

シンガポール
ETF ７ 949,076,150 米ドル

MMF ２ 2,101,145,571 米ドル

 

（３）【その他】

本書提出前６ヶ月以内において、訴訟事件その他管理会社及びファンドに重要な影響を与えた事実又

は与えると予想される事実はありません。
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５【管理会社の経理の概況】

 

ａ．管理会社の直近事業年度（2025年１月１日から2025年12月31日まで）の日本文の財務書類は、「特定有

価証券の内容等の開示に関する内閣府令」（平成５年大蔵省令第22号）に基づき、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第328条第５項ただし書の規定を適用

して、管理会社によってシンガポール財務報告基準に準拠して作成された監査済財務書類の原文を翻訳

したものです（ただし、円換算部分を除きます。）。

 

ｂ．管理会社の原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の３第７

項に規定する外国監査法人等をいいます。）であるデロイト・アンド・トゥシュ・エルエルピーから監

査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認められる証明に係る監

査報告書に相当するもの（訳文を含みます。）が当該財務書類に添付されています。

 

ｃ．管理会社の原文の財務書類はシンガポールドルで表示されています。日本文の財務書類には円換算額が

併記されています。日本円による金額は2026年７月31日現在における株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客

電信売買相場の仲値（１シンガポールドル＝125.23円）で換算されています。なお、千円未満の金額は

四捨五入されています。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない

場合があります。
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（１）【資産及び負債の状況】

 

CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド

 

財政状態計算書

2025年12月31日現在

 

 注記 2025年 2024年

  

シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円

資産      

      

流動資産      

現金および現金同等物 10 6,352,273 795,495 4,089,199 512,090

売掛金 11 2,206,217 276,285 2,119,477 265,422

関係会社に対する債権 12 4,888,075 612,134 5,305,492 664,407

その他の債権および前払金 13 21,535 2,697 321,541 40,267

流動資産合計  13,468,100 1,686,610 11,835,709 1,482,186

      

非流動資産      

その他の債権 13 144,759 18,128 － －

純損益を通じて公正価値で測定

する投資商品 14 3,175,090 397,617 － －

有形固定資産 8 124,183 15,551 32,859 4,115

使用権資産 9 1,260,100 157,802 215,346 26,968

非流動資産合計  4,704,132 589,098 248,205 31,083

      

資産合計  18,172,232 2,275,709 12,083,914 1,513,269

      

負債および資本      

      

流動負債      

買掛金および未払費用 15 5,971,450 747,805 3,974,711 497,753

未払商品サービス税  211,144 26,442 64,800 8,115

リース負債 9 471,153 59,002 226,128 28,318

未払法人所得税  381,096 47,725 183,118 22,932

流動負債合計  7,034,843 880,973 4,448,757 557,118

      

非流動負債      

リース負債 9 839,428 105,122 － －

      

資本および剰余金      

株式資本 16 6,500,000 813,995 6,500,000 813,995

利益剰余金  3,797,961 475,619 1,135,157 142,156

資本合計  10,297,961 1,289,614 7,635,157 956,151

      

負債および資本合計  18,172,232 2,275,709 12,083,914 1,513,269

 

財務書類に対する注記を参照のこと。
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（２）【損益の状況】

 

CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド

 

純損益およびその他の包括利益計算書

2025年12月31日に終了した事業年度

 

 注記 2025年 2024年

  

シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円

収益      

受取手数料 4 14,766,142 1,849,164 12,667,924 1,586,404

受取配当金  1,283,580 160,743 － －

その他の収益 5 64,746 8,108 400,453 50,149

受取利息  6,485 812 48,349 6,055

純損益を通じて公正価値で測定

する投資商品の公正価値の変動  631,890 79,132 － －

  16,752,843 2,097,959 13,116,726 1,642,608

      

費用      

広告宣伝費、販売促進費

および販売費  (5,089,112) (637,309) (2,250,342) (281,810)

管理費  (6,864,757) (859,674) (6,153,819) (770,643)

ファンド運営費用  (575,933) (72,124) (951,429) (119,147)

財務費用  (39,803) (4,985) (17,658) (2,211)

  (12,569,605) (1,574,092) (9,373,248) (1,173,812)

      

税引前利益 6 4,183,238 523,867 3,743,478 468,796

      

法人所得税 7 (385,277) (48,248) (183,118) (22,932)

      

当期純利益

(当期包括利益合計額)  3,797,961 475,619 3,560,360 445,864

 

財務書類に対する注記を参照のこと。
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CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド

 

持分変動計算書

2025年12月31日に終了した事業年度

 

 当社の持分所有者に帰属

 株式資本

利益剰余金／

（累積損失） 合計

 

シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円

2024年１月１日現在 6,500,000 813,995 (2,425,203) (303,708) 4,074,797 510,287

当期純利益

(当期包括利益合計) － － 3,560,360 445,864 3,560,360 445,864

2024年12月31日現在 6,500,000 813,995 1,135,157 142,156 7,635,157 956,151

       

所有者との取引(純資産に

直接認識されたもの)  

 

 

 

 

 

－配当（注21） － － (1,135,157) (142,156) (1,135,157) (142,156)

当期純利益

(当期包括利益合計) － － 3,797,961 475,619 3,797,961 475,619

2025年12月31日現在 6,500,000 813,995 3,797,961 475,619 10,297,961 1,289,614

 

 

財務書類に対する注記を参照のこと。
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CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド

 

キャッシュ・フロー計算書

2025年12月31日に終了した事業年度

 

 注記 2025年 2024年

  

シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前利益  4,183,238 523,867 3,743,478 468,796

調整額：      

有形固定資産の減価償却費 8 41,399 5,184 40,292 5,046

使用権資産の減価償却費 9 451,615 56,556 369,166 46,231

リース負債に係る金利費用 9 38,641 4,839 17,658 2,211

受取利息  (6,485) (812) － －

受取配当金  (1,283,580) (160,743) － －

純損益を通じて公正価値で測定する

投資商品の公正価値の変動  (631,890) (79,132) － －

運転資本変動考慮前の営業活動

によるキャッシュ・フロー  2,792,938 349,760 4,170,594 522,283

      

運転資本変動：      

売掛金  (86,740) (10,862) (826,790) (103,539)

関係会社に対する債権  (717,740) (89,883) (2,589,150) (324,239)

関係会社に対する債務  － － (175,657) (21,998)

その他の債権および前払金  155,247 19,442 300,308 37,608

買掛金及び未払費用  1,950,738 244,291 1,826,660 228,753

未払商品サービス税  146,344 18,327 25,384 3,179

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,240,787 531,074 2,731,349 342,047

法人所得税の支払額  (428,943) (53,717) － －

法人所得税の還付額  241,644 30,261 － －

営業活動による純キャッシュ・フロー  4,053,488 507,618 2,731,349 342,047
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 注記 2025年 2024年

  

シンガポール

ドル

千円 シンガポール

ドル

千円

投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出 8 (132,723) (16,621) (5,216) (653)

純損益を通じて公正価値で測定

する投資商品の取得  (2,543,200) (318,485) － －

受取利息  6,485 812 － －

受取配当金  1,283,580 160,743 － －

投資活動による純キャッシュ・フロー  (1,385,858) (173,551) (5,216) (653)

      

財務活動によるキャッシュ・フロー      

リース負債に係る利息の支払額 9 (38,641) (4,839) (17,658) (2,211)

リース負債の元本返済額 9 (365,915) (45,824) (375,306) (47,000)

財務活動による純キャッシュ・フロー  (404,556) (50,663) (392,964) (49,211)

      

現金および現金同等物の純増減額  2,263,074 283,405 2,333,169 292,183

期首現在の現金および現金同等物  4,089,199 512,090 1,756,030 219,908

期末現在の現金および現金同等物 10 6,352,273 795,495 4,089,199 512,090

 

財務書類に対する注記を参照のこと。
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CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッド

 

財務書類に対する注記

2025年12月31日現在

 

１．企業の概要

 

当社（登記番号201814646Z）は、シンガポールで設立され、主たる事業所および登録事務所は、シンガ

ポール 018960、マリーナ・ビュー８、アジア・スクエア・タワー１ #36-05に所在している。2025年６

月30日以前の主たる事業所および登記上の事務所は、シンガポール 039192、テマセック・アベニュー

１、ミレニア・タワー#18-03であった。

 

当社の主たる事業活動は、ファンド運用サービスの提供である。当社はファンド運用に係る規制対象の

業務を行うため、シンガポール金融管理局（MAS）から認可された資本市場サービス（CMS）のライセン

スを保有している。当社は、2001年証券先物法（Securities and Futures Act 2001）および関連法令の

適用を受ける。

 

当社は、香港で設立された有限責任会社であるCSOPアセット・マネジメント・リミテッドの完全子会社

である。当社の最終的な持株会社は、中華人民共和国で設立されたチャイナ・サザン・ファンド・マネ

ジメント・カンパニー・リミテッドである。

 

2025年12月31日に終了した事業年度に係る当社の財務諸表は、2026年５月29日付の取締役決議により公

表が承認された。

 

1.1　作成基準

 

財務書類は重要性がある会計方針情報で開示されているものを除き、取得原価ベースで作成されてお

り、シンガポールの1967年会社法および財務報告基準（以下「FRS」という。）の規定に従って作成され

ている。本財務書類はシンガポールドルで表示されている。

 

1.2　新基準および改訂基準の適用

 

2025年１月１日現在、当社では、同日から強制適用となる事業に関連する新設および改訂されたFRSを全

て適用している。これらの適用は、本財務諸表における開示または計上額に重要な影響を及ぼしていな

い。

 

1.3　発効前の公表済み基準

 

これらの財務諸表の公表日現在、当社に適用される以下のFRSの規定が公表されているが、発効済ではあ

るものの、当社はこれらの規定を適用していない。
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内容 適用開始時期

FRS第109号およびFRS第107号の修正：

「金融商品の分類および測定の修正」 2026年１月１日以後に開始する事業年度

FRSの年次改善－第11集 2026年１月１日以後に開始する事業年度

FRS第118号：「財務諸表における表示および開示」 2027年１月１日以後に開始する事業年度

 

経営陣は、以下の新基準を除き、新規または改訂されたFRSの基準の適用が、初度適用年度において当社

の財務書類に重要な影響を及ぼすことはないと見込んでいる。

 

FRS第118号「財務諸表における表示および開示」

 

FRS第118号は、FRS第１号「財務諸表の表示」に代わるものであり、FRS第１号における多くの要求事項

を変更することなく引き継ぐとともに、新たな要求事項を追加している。加えて、FRS第１号の一部の項

は、FRS第８号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」およびFRS第107号「金融商品：開示」に移

管されている。さらに、FRS第７号「キャッシュ・フロー計算書」およびFRS第33号「１株当たり利益」

について、軽微な修正が行われている。

 

FRS第118号は、以下に関する新たな要求事項を導入している。

 

・　純損益計算書において、特定の区分および定義された小計を表示すること。

 

・　財務書類に対する注記において、経営者が定義した業績指標（以下「MPM」という。）を開示するこ

と。

 

・　集約および分解方法を改善すること。

 

企業は、FRS第118号を2027年１月１日以後に開始する事業年度から適用することが要求されており、早

期適用も認められている。FRS第７号およびFRS第33号の修正ならびに改訂されたFRS第８号およびFRS第

107号は、企業がFRS第118号を適用する時点で発効する。FRS第118号は、一定の経過措置を設けた上での

遡及適用を要求している。

 

経営陣は、当該新基準の適用が将来の会計期間において、当社の財務諸表に影響を及ぼすと予想してい

る。特に損益計算書の構成およびMPMについて、求められる追加開示、ならびに財務諸表における情報の

分類方法への影響に関して影響を評価している最中である。経営陣による詳細な評価が完了していない

ため、当社の財務諸表への判明している影響、または合理的に見積もり可能な影響について、現時点で

これ以上の情報を開示することは実務上不可能である。

 

 

２．重要性がある会計方針情報

 

外貨建取引

 

当社の財務書類は、当社が事業活動を行っている主要な経済環境の通貨（機能通貨）により測定および

表示されている。

 

外貨建取引は、当社の機能通貨により測定されており、当初認識時において、取引日現在の実勢為替

レートに近似する為替レートで機能通貨に換算のうえ、計上されている。外貨建貨幣性資産および負債

は、報告期間の末日現在の実勢為替レートで換算される。外貨建で取得原価により測定される非貨幣性

項目は、当初取引日現在の為替レートを用いて換算される。貨幣性項目の決済時、または報告期間の末

日における貨幣性項目の換算により生じる為替換算差額は、純損益に認識される。
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公正価値測定

 

公正価値は、測定日における市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るで

あろう価格または負債を移転するために支払うであろう価格である。その価格が直接観察可能であるの

か他の評価技法を用いて見積られるのかは関係がない。資産または負債の公正価値を見積もるに当た

り、当社は、市場参加者が測定日において当該資産または負債の価格を決定する際に考慮に入れると想

定される当該資産または負債の特性を考慮する。

 

本財務諸表における測定および／または開示を目的とした公正価値は、当該基準に基づいて決定され

る。ただし、FRS第116号「リース」の範囲に含まれるリース取引、およびFRS第36号「資産の減損」にお

ける使用価値のように、公正価値に類似しているが公正価値ではない測定値は除くこととする。

 

公正価値測定は、当該測定に用いるインプットの観察可能性の程度および公正価値測定全体に対するイ

ンプットの重要性に基づき、レベル１、レベル２またはレベル３に分類され、以下のとおり記載され

る。

 

・レベル１のインプットとは、測定日において企業がアクセス可能な同一資産または負債に関する活発

な市場の（未調整の）公表価格をいう

 

・レベル２のインプットとは、レベル１に含まれる公表価格以外の、当該資産または負債について直接

または間接的に観察可能なインプットをいう

 

・レベル３のインプットとは、当該資産または負債について観察不可能なインプットをいう

 

金融商品

 

（ａ）金融資産

 

当初認識および測定

 

金融資産は、企業が金融商品の契約条項の当事者になった場合に、かつ、その場合にのみ、認識

される。

 

当初認識時に、当社は、金融資産を公正価値で測定する。純損益を通じて公正価値で測定するも

の（以下「FVPL」という。）ではない金融資産の場合には、金融資産の取得に直接起因する取引

コストを加算する。FVPLで計上した金融資産の取引コストは、純損益に費用計上される。
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事後測定

 

金融資産の分類

 

当社は、金融資産を管理するための当社の事業モデルおよび金融資産の契約上のキャッシュ・フ

ロー特性に基づき、金融資産を分類する。

 

金融資産(現金および現金同等物、売掛金およびその他の債権、ならびに関係会社に対する債権か

ら構成される)は、元本残高に対する元本および利息の支払のみ（以下「SPPI」という。）である

契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的とする運用モデルの中で保有されているた

め、その後の測定は償却原価で行われる。

 

実効金利法とは、負債性金融商品の償却原価を算定し、関連する期間にわたり利息収益を配分す

る方法をいう。実効金利とは、負債性金融商品の予想存続期間または該当する場合にはより短い

期間にわたり、当初認識時の負債性金融商品の総額の帳簿価額まで、予想信用損失を除く将来の

見積キャッシュ・イン・フロー（実効金利の不可分の一部を構成する手数料およびポイント、取

引費用、ならびにその他のプレミアムまたはディスカウントを含む）を正確に割り引く利率をい

う。

 

償却原価またはその他の包括利益を通じた公正価値の要件を満たさない、純損益を通じて公正価

値で測定する投資商品は、純損益を通じて公正価値で測定される。

 

金融資産の減損

 

当社は、売掛金およびその他の債権について予想信用損失（以下「ECL」という。）に係る貸倒引

当金を認識する。ECLの金額は、それぞれの金融商品の当初認識以降の信用リスクの変動を反映す

るため、各報告日において更新される。

 

当社は売掛金について、常に全期間のECLを認識する。これらの金融資産に係るECLは、債務者に

固有の要因、一般的な経済状況、ならびに報告日における現在および予測される状況の方向性に

ついての評価(適切な場合には貨幣の時間価値を含む)により調整された、当社の過去の貸倒損失

の実績に基づく引当マトリクスを用いて見積もられる。

 

その他すべての金融商品について、当社は、当初認識以降に信用リスクが著しく増大した場合

に、全期間のECLを認識する。ただし、当該金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増

大していない場合、当社は当該金融商品に係る貸倒引当金を12か月のECLに相当する金額で測定す

る。全期間のECLを認識すべきか否かの評価は、報告日における金融資産の信用減損の証拠または

実際の債務不履行の発生に基づくのではなく、当初認識以降のデフォルト発生の可能性またはリ

スクの著しい増大に基づいて行われる。

 

デフォルトの定義

 

当社は、契約上の支払が60日を超えて延滞している場合、当該金融資産をデフォルトと見なす。

ただし、一定の場合には、当社が保有する信用補完を考慮する前において、契約上の未収金額を

全額回収する可能性が低いことを示す内部または外部の情報がある場合にも、当社は当該金融資

産をデフォルトと見なすことがある。

 

信用減損金融資産
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金融資産は、当該金融資産の推定将来キャッシュ・フローに不利な影響を与える事象が、１つま

たは複数発生した場合に信用減損しているとされる。

 

貸倒償却方針

 

当社は、取引相手が深刻な財政難に陥っており、現実的な回収の見込みがないことを示す情報が

ある場合、例えば取引相手が清算または破産手続に入った場合、または売掛金の場合には２年を

超えて延滞している場合（いずれか早い方）、当該金融資産を償却する。償却された金融資産に

ついても、必要に応じて法的助言を考慮の上、当社の回収手続の下で引き続き強制執行の対象と

なることがある。回収された金額は純損益で認識される。

 

認識の中止

 

金融資産は、当該資産からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が消滅した時に、認識

の中止が行われる。金融資産全体について認識の中止が行われた場合には、帳簿価額と、受領し

た対価、未収金の合計額との差額が、純損益に認識される。

 

（ｂ）金融負債

 

当初認識および測定

 

金融負債は、当社が金融商品の契約条項の当事者になった場合に、かつ、その場合にのみ、認識

される。当社は、その金融負債の分類を当初認識時に決定する。

 

すべての金融負債は、当初認識時に公正価値で測定される。FVPLではない金融負債の場合には、

直接起因する取引コストを加算する。

 

事後測定

 

FVPLで計上されていない金融負債は、当初認識後、実効金利法を用いて償却原価で測定される。

利得および損失は、当該負債の認識の中止時、および償却の過程において純損益に認識される。

 

認識の中止

 

金融負債は、当該負債に係る義務が履行された場合、取り消された場合または消滅した場合に認

識を中止する。認識の中止に際し、帳簿価額と支払ったまたは支払うべき対価との差額は、純損

益として認識される。
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有形固定資産

 

すべての有形固定資産項目は、当初認識時に取得原価で計上される。取得原価には、有形固定資産の一

部を取り替えるためのコストおよび、適格有形固定資産の取得、建設または生産に直接起因する借入コ

ストが含まれる。有形固定資産項目の取得原価は、当該項目に関連する将来の経済的便益が当社に流入

する可能性が高く、かつ、当該項目の取得原価が信頼性をもって測定できる場合にのみ、資産として認

識される。

 

当初認識後、有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で測

定される。資産の減価償却は、当該資産が使用可能となった時に開始され、以下の見積耐用年数にわた

り定額法で算定される。

 

建物付属設備 リース期間

器具および備品 ５年

コンピューターおよびソフトウェア ３～５年

 

有形固定資産項目は、処分時またはその使用もしくは処分から将来の経済的便益が何ら期待されなく

なった時に、認識の中止が行われる。資産の認識の中止から生じる利得または損失は、当該資産の認識

が中止された事業年度の純損益に計上される。

 

有形固定資産の帳簿価額については、事象または状況変化により当該帳簿価額が回収不能となる可能性

が示唆される場合に、減損テストが実施される。

 

残存価額、耐用年数および減価償却方法は、各事業年度末に見直しが行われ、必要に応じて将来に向

かって調整される。

 

リース

 

当社は、契約時に、契約がリースまたはリースを含んだものであるのかどうかを判定している。すなわ

ち、当該契約が特定された資産の使用を支配する権利が一定期間にわたり対価と交換に移転するかどう

かを判定している。

 

借手としてのリース

 

当社は、短期リースおよび少額資産のリースを除くすべてのリースに対して、単一の認識および測定ア

プローチを適用している。当社は、リース料を支払うためのリース負債および原資産を使用する権利を

表す使用権資産を認識している。

 

（ａ）使用権資産

 

当社は、リースの開始日（すなわち、原資産が利用可能となる日）に、使用権資産を認識してい

る。使用権資産は、当初のリース負債の測定額に開始日以前に行われたリース料の支払額を調整

し、発生した当初の直接費用および原資産の解体・撤去費用の見積額、または原資産またはその

所在する場所の原状回復費用の見積額を加え、受け取ったリース・インセンティブを控除した原

価で測定される。

 

使用権資産は、その後、原資産の所有権をリース期間の終了までに当社に移転する場合、または

使用権資産の原価に当社が購入オプションを行使することが反映されている場合を除き、開始日

からリース期間の終了日まで定額法により減価償却される。上記の場合、使用権資産は、有形固

定資産と同一の基礎により決定される原資産の耐用年数にわたり減価償却される。加えて、使用
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権資産は減損損失がある場合には定期的に減額され、リース負債の一定の再測定について調整さ

れる。

 

使用権資産は、その後、原価から減価償却累計額および減損損失を控除した金額で計上される。

 

（ｂ）リース負債

 

リース開始日において、当社は、リース期間にわたり支払うべきリース料の現在価値で測定した

リース負債を認識している。当該リース料には、固定リース料（実質上の固定リース料を含む）

から受け取るリース・インセンティブを控除した金額、変動リース料のうち指数またはレートに

応じて決まる金額、および残価保証に基づいて支払が見込まれる金額が含まれる。また、当該

リース料には、購入オプションを当社が行使することが合理的に確実である場合の、当該オプ

ションの行使価格、およびリースの解約のためのペナルティの支払（リース期間が当社がリース

を解約するオプションを行使することを反映している場合）も含まれる。指数またはレートに応

じて決まるものではない変動リース料は、当該変動リース料が発生する契機となった事象または

状況が生じた期間において、費用として認識される。

 

リース料の現在価値を計算するにあたり、当社は、リースの計算利子率が容易に算定できないた

め、リース開始日現在の当社の追加借入利子率を用いている。開始日後においては、リース負債

の金額は、金利の累積を反映するように増額され、支払われたリース料を反映するように減額さ

れる。また、リースの条件変更、リース期間の変化、リース料の変動（例えば、将来のリース料

の算定に使用される指数またはレートの変動による当該リース料の変動）または原資産を購入す

るオプションについての判定の変化が生じた場合には、リース負債の帳簿価額は再測定される。

当社のリース負債については、注記９を参照のこと。

 

短期リースおよび少額資産リース

 

当社は、IT機器を含む少額資産リースおよび短期リースについて、使用権資産およびリース負債

を認識しないことを選択している。当社は、これらのリースに関連するリース料をリース期間に

わたり、定額法により費用として認識する。

 

非金融資産の減損

 

当社は、各報告日において、非金融資産の帳簿価額を見直し、減損損失の兆候の有無を検討している。

そのような兆候が存在する場合には、減損損失（該当する場合）の金額を算定するため、当該資産の回

収可能価額を見積っている。個別資産の回収可能価額の見積りが可能でない場合には、当社は、当該資

産が属する資金生成単位の回収可能価額を見積っている。

 

資産または資金生成単位の回収可能価額とは、その処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか

高い金額をいう。使用価値の見積りは、見積将来キャッシュ・フローを、貨幣の時間価値と当該資産に

固有のリスクについての現在の市場の評価を反映した税引前の割引率により現在価値に割り引いて算定

される。

 

資産の帳簿価額が回収可能価額を超過する金額については、減損損失として、直ちに純損益に認識され

る。ただし、関連する資産が再評価額で計上されている場合には、当該減損損失は再評価減として処理

される。

 

その後、減損損失が戻入れられる場合には、資産（資金生成単位）の帳簿価額は、増加後の帳簿価額が

過去の期間において当該資産（資金生成単位）について認識した減損損失がなかったとした場合の帳簿

価額を超えない範囲で、修正後の回収可能価額の見積額まで増額される。減損損失の戻入れは、直ちに
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純損益に認識される。ただし、関連する資産が再評価額で計上されている場合には、当該減損損失の戻

入れは再評価額の増加として処理される。

 

引当金

 

引当金は、過去の事象の結果として、当社に現在の債務（法的または推定的）が存在し、当該債務の決

済のために当社が資源の流出を必要する可能性が高く、かつ当該債務の金額について信頼性をもって見

積もることができる場合に認識される。

 

引当金として認識される金額は、当該債務を取り巻くリスクおよび不確実性を考慮した、報告日におけ

る現在の債務を決済するために要する対価の最善の見積り金額である。引当金が当該現在の債務を決済

するために見積もられるキャッシュ・フローを用いて測定される場合、その帳簿価額は当該キャッ

シュ・フローの現在価値である。

 

引当金を決済するために必要な経済的便益の一部または全部が第三者から回収されると見込まれる場

合、弁済を受けることがほぼ確実であり、かつ当該未収金の金額を信頼性をもって測定できる場合、当

該未収金は資産として認識される。

 

収益

 

収益は、約束した財またはサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると見込んでいる対価（第

三者のために回収する金額を除く）に基づき測定される。

 

収益は、当社が約束した財またはサービスを顧客に移転することにより履行義務を充足した時に認識さ

れる。これは、顧客が当該財またはサービスに対する支配を獲得した時点である。履行義務は、一時点

で充足される場合もあれば、一定の期間にわたり充足される場合もある。認識する収益の金額は、充足

した履行義務に配分された金額である。

 

管理報酬

 

管理報酬は、すべての運用ファンドの出資申込金額または当初運用資産残高（AUM）に対する、当社とそ

の管理対象ファンドとの間であらかじめ定められた料率に基づき、発生主義により、かつ履行義務が充

足された時点で認識される。
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業務委託手数料

 

業務委託手数料は、サービスが履行され、かつ顧客による受入れに関するすべての要件が充足された時

点で、認識される。

 

ファンド経費手数料

 

ファンド経費手数料は、分離ポートフォリオとしてのファンドの設定、ならびに当該分離ポートフォリ

オとしてのファンドにサービスを提供する業者に対して支払われる継続的な費用に関連して、ファンド

から受領する手数料である。

 

政府補助金

 

政府補助金は、補助金が受領される、かつすべての付帯条件が遵守されるという合理的な保証がある場

合に、債権として認識される。

 

補助金が費用項目に関連する場合には、補助金で補償することを意図している関連コストが費用として

認識される期間にわたり規則的に収益として認識される。補助金が資産に関連する場合には、財政状態

計算書において繰延収益として公正価値で認識され、関連する資産の見積耐用年数にわたり均等額で収

益として認識される。

 

政府または関連機関から、現在の市場金利よりも低利で融資またはその他の援助が提供される場合に

は、当該有利な金利による効果は、追加的な政府補助金として取り扱われる。

 

従業員給付

 

確定拠出制度

 

当社は、確定拠出型年金制度であるシンガポールの中央積立基金（Central Provident Fund、以下

「CPF」という。）制度に拠出を行っている。これらの拠出金は、関連するサービスが提供された会計期

間において費用として認識される。

 

短期従業員給付

 

短期従業員給付債務は、割引前の基準で測定され、関連するサービスが提供されるにつれて費用計上さ

れる。当社が、従業員により提供された過去のサービスの結果として当該金額を支払う現在の法的また

は推定的債務を有し、かつ当該債務について信頼性をもって見積もることができる場合、短期現金賞与

として支払われると見込まれる金額について負債が認識される。

 

株式資本

 

普通株式の発行による収入は、株式資本として資本に認識される。普通株式の発行に直接起因する増分

コストは、株式資本から控除される。
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法人所得税

 

法人所得税は、当期に支払うべき税金の合計額を表す。

 

当期に支払うべき税金は、当年度の課税所得に基づいて算定される。課税所得は、他の年度において課

税または控除される収益または費用の項目を除外し、また課税または控除の対象とならない項目をさら

に除外するため、純損益およびその他の包括利益計算書に報告されている利益とは異なる。当社の当期

税金に係る負債は、報告期間の末日までに制定または実質的に制定された税率を用いて計算される。

 

繰延税金は、財務諸表における資産および負債の帳簿価額と、課税所得の算定に用いられる対応する税

務基準額との差異について認識される。繰延税金は、報告期間の末日までに制定または実質的に制定さ

れた税率（および税法）に基づき、負債が決済されまたは資産が実現する期間に適用が見込まれる税率

で算定される。

 

繰延税金は、将来の課税所得が発生し、それに対して一時的な差異を利用できる可能性が高い範囲で認

識される。繰延税金は報告期間の末日に見直され、関連する税務上の便益が実現する可能性が高くなく

なった範囲で減額される。

 

当期税金および繰延税金は、純損益における費用または収益として認識される。

 

現金および現金同等物

 

現金および現金同等物は、現金および銀行預金、ならびに容易に既知の金額の現金に換金可能であり、

かつ、価値の変動リスクが僅少な定期預金（当初満期が３か月以内）から構成される。

 

 

３．重要性がある会計上の判断および見積りの不確実性の主な要因

 

当社の財務書類を作成するにあたり、経営陣は、各報告期間末現在の財務書類の報告金額や添付注記に

影響を与える判断、見積りおよび仮定を行うことが求められている。これらは、当社の会計方針の適用

ならびに収益費用、資産および負債の報告金額に影響を及ぼす。これらの仮定や見積りに関する不確実

性により、将来の期間において、関連する資産または負債の帳簿価額に重要な修正が必要となる可能性

がある。

 

重要性がある会計方針を適用する際に行った重要な判断

 

経営陣は判断の適用がいずれの事例においても、財務諸表に計上された金額に重大な影響を及ぼす見込

みはないと判断している。

 

見積りの不確実性の主な要因

 

経営陣は報告期間の末日において、翌事業年度内に資産および負債の帳簿価額に重大な修正を引き起こ

す重大なリスクを伴うような、将来に関する主要な仮定や見積りの不確実性のその他の主要な要因は存

在しないと判断している。
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４．収益－手数料収益

 2025年 2024年

一定の期間にわたり提供されるサービス： シンガポールドル シンガポールドル

－　管理報酬 11,187,865 6,915,157

－　業務委託手数料
*

3,578,277 5,464,478

－　ファンド経費手数料 － 288,289

 14,766,142 12,667,924

 

*
当社は、CSOPアセット・マネジメント・リミテッドおよびCSOPインディシーズ・カンパニー・リミ

テッドから、サポート・サービス提供の対価として業務委託手数料を受領している。

 

 

５．その他の収益

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

補助金収入
(a)

30,000 336,088

為替差益 － 42,218

CITリベート現金補助金 2,000 2,000

その他 32,746 20,147

 64,746 400,453

 

（ａ）当社は資本市場および外国為替にかかるイニシアティブを支援するために、シンガポール金融管

理局（MAS）が導入した制度に基づく助成金収入を認識した。2025年12月31日に終了した事業年度

において、当社は、FX流動性提供者およびマルチディーラー・プラットフォームが、シンガポー

ルにおけるe-FX機能の拠点化を支援する「外国為替(FX)電子取引エコシステム助成金制度」に関

し、30,000シンガポールドルを認識した。2024年においては、当社は公開市場における上場を支

援する「シンガポール株式市場補助金制度」に関し、336,088シンガポールドルを認識した。
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６．税引前利益

 

税引前利益は、以下を控除した後の金額である。

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

支払手数料（トレーラー・フィー・リベート） 4,607,889 1,813,358

従業員給与（取締役報酬を含む） 4,597,029 4,134,866

広告宣伝費 481,223 436,984

当社の監査人に対して支払われた

または支払うべき監査報酬 21,200 34,000

有形固定資産の減価償却費 41,399 40,292

使用権資産の減価償却費 451,615 369,166

交際費 139,814 22,935

ファンド運営費用 575,933 951,429

保険費用 45,521 45,121

弁護士・専門家報酬 2,274 31,600

交通費 144,793 73,173

業務委託費 528,565 916,745

為替差損 332,260 －

 

2025年12月31日および2024年12月31日に終了した事業年度において、当社の監査人およびデロイト・

ネットワーク・ファームに対して支払った、または支払うべき監査以外の業務に対する報酬はない。

 

 

７．税金

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

当期税金 385,277 183,118

 

当期の法人所得税は、税引前利益にシンガポールの法人所得税率17％（2024年：17％）を適用して算定

される金額とは、以下の差異要因によって異なっている。

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

税引前利益 4,183,238 3,743,478

   

法人所得税率17％（2024年：17％）に基づく税額 711,150 636,391

影響：   

益金不算入項目 (325,623) (4,642)

損金不算入項目 55,176 5,600

過年度に繰延認識されていない

税務上の欠損金の利用 － (368,171)

法人所得税の免除および還付 (55,426) (86,060)

損益認識された法人所得税費用 385,277 183,118
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2022年３月、OECD（経済協力開発機構）は、経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対処するためのプ

ロジェクトの第２の柱として合意された、15％のグローバル・ミニマム課税に関する技術的指針を公表

した。この指針は、2021年12月に合意・公表された「グローバル税源浸食防止モデルルール」の適用お

よび運用について詳述するものであり、当該モデルルールは、収益が７億5,000万ユーロを超える多国籍

企業が、事業を行う各法域において発生する所得について少なくとも15％の税金を支払うことを確保す

るための協調的な仕組みを定めるものである。

 

2024年、シンガポールは多国籍企業最低税法（Multinational Enterprise (Minimum Tax) Act 2024）を

制定しており、グローバル税源浸食防止モデルルール（第２の柱）を施行するための関連下位法令を公

表している。これは、いずれも2025年１月１日から効力が生じる所得合算ルール（IIR）に基づくトップ

アップ税および国内トップアップ税（DTT）に関連するものである。

 

当社は制定された法令に基づいて発生する第２の柱の上乗せ課税について、潜在的なリスクを評価し

た。2025年12月31日現在、当社は、第２の柱の適用が当社の財務書類に及ぼす財務上の影響に重要性は

ないと考えている。この情報は、当社の財務書類作成の過程において算出された利益および税金費用に

基づく推定であり、法令を適用した場合に必要となる特定の調整のみを考慮している。当社は15％を超

える実効税率が適用されている。当社は第２の柱のルールに関する動向を引き続き注視し、将来の報告

期間における潜在的な影響を評価していく。

 

 

８．有形固定資産

 

コンピューター

およびソフトウェア 器具および備品 建物付属設備 合計

 シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル

取得原価：     

2024年１月１日現在 153,122 21,655 278,910 453,687

追加取得 3,516 1,700 － 5,216

2024年12月31日現在 156,638 23,355 278,910 458,903

追加取得 22,478 － 110,245 132,723

2025年12月31日現在 179,116 23,355 389,155 591,626

     

減価償却累計額：     

2024年１月１日現在 125,140 10,200 250,412 385,752

2024年度の減価償却費 10,309 3,677 26,306 40,292

2024年12月31日現在 135,449 13,877 276,718 426,044

2025年度の減価償却費 12,916 3,565 24,918 41,399

2025年12月31日現在 148,365 17,442 301,636 467,443

     

帳簿価額：     

2025年12月31日現在 30,751 5,913 87,519 124,183

     

2024年12月31日現在 21,189 9,478 2,192 32,859
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９．使用権資産／リース負債

 

当社は事務所のリース契約を締結している。リース期間は平均３年である（2024年：３年）。

 

認識された使用権資産の帳簿価額および期末の変動は以下の通りである。

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

年初 215,346 584,512

追加契約 1,496,369 －

減価償却費 (451,615) (369,166)

期末 1,260,100 215,346

 

リース負債の帳簿価額および期中の変動は以下の通りである。

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

年初 226,128 601,434

追加契約 1,450,368 －

利息の増加 38,641 17,658

支払額 (404,556) (392,964)

期末 1,310,581 226,128

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

流動 471,153 226,128

非流動 839,428 －

 1,310,581 226,128

 

損益認識額は以下の通りである。

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

使用権資産の減価償却費 451,615 369,166

リース負債に係る金利費用 38,641 17,658

損益認識額合計 490,256 386,824

 

当社のリースに係るキャッシュ・アウトフロー合計は、2025年度においては404,556シンガポールドル

（2024年：392,964シンガポールドル）であった。
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財務活動から生じた負債の調整

 

以下の表は、現金および現金以外の変動を含む、財務活動から生じた当社の負債の変動の詳細を示して

いる。財務活動から生じた負債とは、キャッシュ・フローが当社のキャッシュ・フロー計算書において

財務活動によるキャッシュ・フローとして分類されたもの、または将来のキャッシュ・フローが将来的

にそのように分類される予定のものである。

 

 

2025年

１月１日現在 追加

財務キャッシュ

・フロー 金利費用

2025年

12月31日現在

 シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル

      

リース負債 226,128 1,450,368 (404,556) 38,641 1,310,581

      

 

2024年

１月１日現在 追加

財務キャッシュ

・フロー 金利費用

2024年

12月31日現在

 シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドルシンガポールドル シンガポールドル

      

リース負債 601,434 － (392,964) 17,658 226,128

 

 

10．現金および現金同等物

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

銀行現金 6,352,273 1,404,079

定期預金 － 2,685,120

 6,352,273 4,089,199

   

2024年12月31日現在、当社は、年利3.88％の米ドル定期預金1,000,000米ドル、年利4.5％の米ドル定期

預金600,000米ドル、年利2.7％のシンガポールドル定期預金500,000シンガポールドルを保有していた。

すべての定期預金の預入期間は３か月であった。2025年12月31日現在、当社は定期預金を保有していな

い。

 

 

11．売掛金

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

関連当事者からの手数料に係る債権 2,206,217 2,119,477

 

関連当事者からの未収報酬は、未収運用報酬および未収ファンド費用報酬から構成される。これらの残

高は無担保、無利息であり、延滞または減損はしていない。
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12．関係会社に対する債権

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

債権：   

－　直接持株会社 3,585,360 4,584,684

－　関係会社 1,302,715 720,808

 4,888,075 5,305,492

 

直接持株会社および関係会社に対する債権は、取引に関連する、無担保、無利息かつ要求払いのもので

ある。

 

 

13．その他の債権および前払金

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

払戻可能な預金 144,759 206,473

その他の債権 21,535 27,022

 166,294 233,495

前払金 － 88,046

 166,294 321,541

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

内訳:   

流動資産 21,535 321,541

非流動資産 144,759 －

 166,294 321,541

 

 

14．純損益を通じて公正価値で測定する投資商品

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

投資ファンド 3,175,090 －

 

2025年において、当社は当社が運用を行う投資ファンドの受益証券を保有している。当該投資商品の公

正価値は、第三者のファンド管理会社により提供された、2025年12月31日現在の当該投資ファンドの純

資産価格に基づいて決定される。当該投資商品の公正価値測定は、公正価値ヒエラルキーのレベル２に

分類される。当該投資商品の公正価値の測定に用いられる重要な観察不能なインプットはない。
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15．買掛金および未払費用

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

買掛金 3,996,674 2,136,614

未払人件費 1,752,310 1,572,616

その他 222,466 265,481

 5,971,450 3,974,711

 

 

16．株式資本

 2025年 2024年 2025年 2024年

 株式数 シンガポールドル シンガポールドル

全額払込済の発行済株式：     

1月1日および12月31日現在 6,500,000 6,500,000 6,500,000 6,500,000

 

普通株式の保有者は、当社が宣言した場合に配当金を受け取る権利を有する。普通株式はすべて１株に

つき１票の議決権が付されており、いかなる制限もない。普通株式は無額面株式である。

 

 

17．直接親会社および関連当事者

 

当社は、香港で設立されたCSOPアセット・マネジメント・リミテッド（以下「直接親会社」という。）

の完全子会社である。当社の最終親会社は、中華人民共和国で設立された南方基金管理股份有限公司

（チャイナ・サザン・ファンド・マネジメント・カンパニー・リミテッド）である。本財務諸表におけ

る関係会社とは、最終親会社の企業集団の構成会社をいう。

 

当社の取引及び取決めの一部は、最終親会社の企業集団の構成会社間で行われるものであり、当事者間

で決定された基準によるこれらの影響は本財務諸表に反映されている。関係会社間残高は無担保、無利

息であり、要求により返済される。

 

本財務諸表の他の箇所で開示されている関連当事者情報に加え、当社は、当事者間で合意された条件に

より、関係会社及び関連会社と以下の取引を行った。

 

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

関係会社からのサービス料 528,565 916,745

関係会社に請求した／代理徴収した

アウトソーシング・サービス料 3,578,277 5,464,478
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主要な経営幹部の報酬

 2025年 2024年

 シンガポールドル シンガポールドル

   

給与およびその他の短期給付 913,832 1,043,782

CPF拠出金 20,399 20,399

 

18．金融商品

 

（ａ）金融商品の分類

 

以下の表は、財政状態計算書の金融資産および金融負債を、それらが分類される金融商品のカテ

ゴリー別に分析したものである。

 シンガポールドル

2025年12月31日  

  

償却原価で測定する金融資産：  

現金および現金同等物 6,352,273

売掛金 2,206,217

関係会社に対する債権 4,888,075

その他の債権 166,294

 13,612,859

  

損益を通じて公正価値で評価される金融資産：  

損益を通じて公正価値で評価される投資 3,175,090

金融資産合計 16,787,949

  

2025年12月31日 シンガポールドル

  

償却原価で測定する負債：  

買掛金および未払費用 5,971,450

リース負債 1,310,581

金融負債合計 7,282,031

  

2024年12月31日  

  

償却原価で測定する金融資産：  

現金および現金同等物 4,089,199

売掛金 2,119,477

関係会社に対する債権 5,305,492

その他の債権 233,495

金融資産合計 11,747,663

  

償却原価で測定する負債：  

買掛金および未払費用 3,974,711

リース負債 226,128

金融負債合計 4,200,839
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（ｂ）公正価値

 

継続的に公正価値で測定されていない金融資産および金融負債の公正価値（ただし公正価値の開

示が求められるもの）

 

流動金融資産および流動金融負債（現金および現金同等物、売掛金、関係会社に対する債権、そ

の他の未収入金、買掛金および未払費用等）の帳簿価額は、その短期的な性質により、公正価値

の合理的な近似値である。１年を超える満期を有する預金の帳簿価額は、割引の影響が僅少であ

るため、その公正価値に近似している。

 

金融資産および金融負債の公正価値は、経常的に公正価値で測定

 

純損益を通じて公正価値で測定する投資商品の公正価値は、報告期間の末日にファンド管理会社

が提供する当該投資ファンドの純資産価格に基づいて決定される。当該投資商品の公正価値測定

は、公正価値ヒエラルキーのレベル２に分類される。当該報告期間中、レベル１とレベル２の間

で振替はない。

 

 

19．金融リスク管理目的および方針

 

取締役会は、当社の主なリスクは信用リスク、為替リスクおよび流動性リスクであると考えている。こ

れらのリスクは、以下に要約した継続的な見直しと監視プロセスを通じて管理されている。

 

（ａ）信用リスク

 

信用リスクとは、顧客が期日に債務を履行しないリスクであり、信用リスクへのエクスポー

ジャーは継続的に監視されている。

 

現金および現金同等物、関係会社に対する債権、売掛金およびその他の債権の帳簿価額は、当社

の信用リスクに対する最大エクスポージャーを表している。

 

当社は現金および銀行預金残高を、信用度の高い外部の金融機関に預けている。これらの取引相

手の信用格付が投資適格であり、かつこれらの残高が要求払いであることを踏まえると、現金お

よび現金同等物に係るECLは重要ではないと見込まれる。

 

報告期間の末日現在、売掛金およびその他の債権は延滞または減損していない。経営陣は、取引

相手が近い将来における契約上の義務を履行する強い能力を有していることから、デフォルトの

可能性はゼロに近いと考えている。その結果、全期間および12か月のECLに基づく減損は、当社に

とって全体として僅少であるため、貸倒引当金は認識されていない。

 

関係会社に対する債権は、契約上の義務を履行する強い財務能力を有していることから、信用リ

スクが低いと見なされる。したがって、当社はFRS第109号に基づく実務上の便法を適用し、貸倒

引当金を12か月のECLに相当する金額で測定しており、当該金額は僅少であると判断している。

 

（ｂ）為替リスク

 

当社は、機能通貨以外の為替レートの変動に対するエクスポージャーを有している。外貨建の金

融資産および金融負債の価額は為替レートの変動に伴い変動するため、当社は為替リスクにさら

されている。
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報告期間末現在、当該リスクを生じさせる通貨は主に中国人民元、香港ドルおよび米ドルであ

る。当社は当該エクスポージャーをヘッジしていない。

 

以下の表は、中国人民元、香港ドルおよび米ドルの対当社機能通貨為替レートの合理的可能性の

ある変動に対する、当社の損益の感応度を示している（他のすべての変数を一定として）。

 

 為替レートの変動 損益への影響

  シンガポールドル

2025年12月31日現在   

中国人民元 ＋／－５％ 10,588

香港ドル ＋／－５％ 68

米ドル ＋／－５％ 176,546

   

2024年12月31日現在   

中国人民元 ＋／－５％ (13,755)

香港ドル ＋／－５％ 73

米ドル ＋／－５％ 176,135

 

（ｃ）金利リスク管理

 

当社の金利エクスポージャーは、主に現金および現金同等物から生じている。当社の定期預金の

金利および返済条件は注記10に開示されている。

 

利付金融商品に関して合理的可能性のある金利の変動が当社の損益に重要な影響を与えることは

想定されていないため、報告期間末現在の感応度分析は実施していない。

 

（ｄ）流動性リスク

 

流動性リスクとは、通常の状況下および厳しい状況下において、当社が期日の到来した返済義務

を履行することが困難となるリスクである。当社の戦略は、流動資本を随時監視することによ

り、流動性リスクへのエクスポージャーを最小化することである。当社の金融負債は、買掛金、

未払費用およびリース負債で構成されている。これらは通常、取引日から30日から60日以内

（2024年：30日から60日以内）に決済される。

 

2025年および2024年の金融負債は、下記のリース負債を除き、すべて要求払いまたは報告日から

１年以内に返済期日が到来するものであり、無利息である。
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 帳簿価額 １年未満 １年から５年

契約上の

キャッシュ・フロー

 シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル シンガポールドル

2025年     

リース負債 1,310,581 525,982 876,636 1,402,618

     

2024年     

リース負債 226,128 229,229 － 229,229

 

 

20．資本管理

 

当社の資本は、株主に帰属する純資産で表されている。当社の資本管理の主な目的は、ファンド運用

サービスの提供を継続できるよう、継続企業としての当社の存続能力を維持することである。当社の経

営陣は資本構成を監視し、必要に応じて調整を行っている。2024年12月31日現在、当社の資本構成に変

更はない。当社の全体的な戦略について、2024年から変更はない。

 

当社は、2001年証券先物法および関連規則に定められた基礎資本要件を遵守することが求められてい

る。当社は、2025年12月31日および2024年12月31日に終了した事業年度において、外部から課される規

制資本要件をすべて遵守している。

 

 

21．配当

 

2025年12月８日に、当社は当年度の監査済財務諸表に反映されている累積利益全額について、直接親会

社に対して1,135,157シンガポールドルの配当を宣言した。

 

当該配当は、直接親会社に対する未収入金と相殺することによって決済された。したがって、当該取引

からキャッシュ・アウトフローは発生していない。

 

次へ
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（訳文※）

 

CSOPアセット・マネジメント・プライベート・リミテッドのメンバーに対する

独立監査人の監査報告書

 

 

財務書類監査に関する報告

 

監査意見

 

私どもは、６ページから31ページ（訳注：原文のページ）に記載の2025年12月31日現在の財政状態計算書、

同日をもって終了した年度の純損益およびその他の包括利益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書、ならびに重要性がある会計方針情報を含む財務書類に対する注記から構成されているCSOPアセッ

ト・マネジメント・プライベート・リミテッド（以下、「会社」という。）の財務書類の監査を行った。

 

私どもは、添付の財務書類が、1967年会社法（以下「法律」という。）およびシンガポール財務報告基準

（以下「FRS」という。）の規定に準拠して適切に作成されており、会社の2025年12月31日現在の財政状態、

ならびに同日に終了した年度における会社の経営成績、持分変動およびキャッシュ・フローに関して、真実

かつ公正な概観を与えているものと認める。

 

 

監査意見の根拠

 

私どもは、シンガポール監査基準（以下「SSA」という。）に準拠して監査を行った。当該基準のもとでの私

どもの責任は、本報告書の「財務書類監査に対する監査人の責任」のセクションに詳述されている。私ども

は、シンガポールにおける財務書類に対する私どもの監査に関連する倫理規定とあわせて、会計企業規制庁

による「公認会計士および会計事務所のための職業行動規範および職業倫理規定」（以下「ACRA規定」とい

う。）に基づき会社に対して独立性を保持しており、また、公益性の高い事業体の財務書類に対する私ども

の監査に関連する倫理上の要求事項を遵守し、これらの要求事項およびACRA規定で定められる倫理上の責任

を果たした。私どもは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

 

財務書類および監査報告書以外の情報

 

経営者は、その他の記載内容に対して責任を有している。その他の記載内容は、１ページから２ページ（訳

注：原文のページ）に記載の取締役報告書から構成されており、財務書類および監査報告書以外の情報であ

る。

 

私どもの監査意見の対象範囲には、その他の記載内容は含まれておらず、したがって、私どもは当該その他

の記載内容に対していかなる保証の結論も表明しない。

 

財務書類監査における私どもの責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と財務書類または私どもが監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか考慮すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な虚偽記載の兆候があるかどうか留意することに

ある。私どもは、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な虚偽記載があると判断した場合には、

当該事実を報告することが求められている。私どもは、その他の記載内容に関して報告すべき事項はない。

 

 

財務書類に対する経営者および取締役の責任
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経営者は、法律およびFRSの規定に準拠して真実かつ公正な概観を与える財務書類を作成する責任、ならびに

資産が承認されていない使用や処分による損失から保護され、取引が適切に承認されていること、および真

実かつ公正な財務書類の作成を可能とし、資産に関する説明責任を維持するために必要な方法でそれらが記

録されていることの合理的な保証を提供するために十分な会計上の内部統制システムを設計し維持する責任

を負っている。

 

財務書類を作成するに当たり、経営者は、会社が継続企業として存続する能力があるかどうかを評価し、必

要がある場合には当該継続企業の前提に関する事項を開示する責任を有し、また、経営者が会社の清算若し

くは事業停止の意図があるか、またはそうする以外に現実的な代替案がない場合を除き、継続企業の前提に

基づいて財務書類を作成する責任を有している。

 

取締役の責任には、会社の財務報告プロセスの監視責任が含まれている。

 

財務書類監査に対する監査人の責任

 

私どもの監査の目的は、全体としての財務書類に、不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

関する合理的な保証を得て、監査意見を表明することにある。合理的な保証は、高い水準の保証であるが、

SSAに準拠して行った監査が、すべての重要な虚偽表示を常に発見することを保証するものではない。虚偽表

示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個別にまたは集計すると、当該財務書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 

私どもは、SSAに準拠して実施する監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を

保持し、また、以下を行う。

 

・不正または誤謬による財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監査手続

を立案、実施し、監査意見の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重要な虚偽表示

リスクを発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くなる。これ

は、不正には、共謀、文書の偽造、取引等の記録からの除外、虚偽の陳述、および内部統制の無効化が伴

うためである。

 

・状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは、

会社の内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

 

・経営者が採用した会計方針およびその適用方法の適切性、ならびに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性を評価し、関連する開示の妥当性を検討する。

 

・経営者が継続企業を前提として財務書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、会社の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうかを結論付ける。重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務書

類の開示に注意を喚起すること、または重要な不確実性に関する財務書類の開示が適切でない場合は、財

務書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。私どもの結論は、監査報告書日までに

入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、会社は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

 

・財務書類の表示方法が適切であるかどうかを評価すること、関連する注記を含めた全体としての財務書類

の表示、構成および内容を検討し、財務書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

 

私どもは、取締役に対して、特に、計画した監査の範囲とその実施時期、および監査の過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項を報告している。
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法令等が要求するその他の事項に関する報告

 

会社が法律により備えおくことを求められている会計帳簿およびその他の記録は、同法の規定に準拠して適

切に保管されていることを認める。

 

本独立監査法人の監査報告書に係る監査業務の責任者は、Tew Kok Sengである。

 

デロイト・アンド・トゥシュ・エルエルピー

 

公認会計士および勅許会計士

シンガポール

 

 

2026年５月29日

 

（※）上記は、英語で作成された監査報告書の訳文として記載されたものです。訳文においては原本の内容

を正確に表すよう細心の注意が払われていますが、いかなる内容の解釈、見解または意見において

も、原語で記載された監査報告書原本が本訳文に優先します。
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INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT TO THE MEMBER OF

CSOP ASSET MANAGEMENT PTE. LTD.

 

 

Report on the Audit of the Financial Statements

 

Opinion

 

We have audited the financial statements of CSOP Asset Management Pte. Ltd. (the “Company”), which comprise the

statement of financial position as at 31 December 2025, and the statement of profit or loss and other comprehensive

income, statement of changes in equity and statement of cash flows for the year then ended, and notes to the financial

statements, including material accounting policy information, as set out on pages 6 to 31.

 

In our opinion, the accompanying financial statements are properly drawn up in accordance with the provisions of the

Companies Act 1967 (the “Act”) and Financial Reporting Standards in Singapore (“FRSs”) so as to give a true and fair

view of the financial position of the Company as at 31 December 2025 and of the financial performance, changes in

equity and cash flows of the Company for the year ended on that date.

 

 

Basis for Opinion

 

We conducted our audit in accordance with Singapore Standards on Auditing (“SSAs”). Our responsibilities under those

standards are further described in the Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Financial Statements section of our

report. We are independent of the Company in accordance with the Accounting and Corporate Regulatory Authority

Code of Professional Conduct and Ethics for Public Accountants and Accounting Entities (“ACRA Code”), as

applicable to audits of financial statements of public interest entities, together with the ethical requirements that are

relevant to audits of the financial statements of public interest entities in Singapore. We have also fulfilled our other

ethical responsibilities in accordance with these requirements and the ACRA Code. We believe that the audit evidence

we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

 

 

Information Other than the Financial Statements and Auditor’s Report Thereon

 

Management is responsible for the other information. The other information comprises the Directors’ Statement set out

on pages 1 to 2, but does not include the financial statements and our auditor’s report thereon.

 

Our opinion on the financial statements does not cover the other information and we do not express any form of

assurance conclusion thereon.

 

In connection with our audit of the financial statements, our responsibility is to read the other information and, in doing

so, consider whether the other information is materially inconsistent with the financial statements or our knowledge

obtained in the audit or otherwise appears to be materially misstated. If, based on the work we have performed, we

conclude that there is a material misstatement of this other information, we are required to report that fact. We have

nothing to report in this regard.
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INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT TO THE MEMBER OF

CSOP ASSET MANAGEMENT PTE. LTD.

 

 

Responsibilities of Management and Directors for the Financial Statements

 

Management is responsible for the preparation of financial statements that give a true and fair view in accordance with

the provisions of the Act and the FRSs, and for devising and maintaining a system of internal accounting controls

sufficient to provide a reasonable assurance that assets are safeguarded against loss from unauthorised use or disposition;

and transactions are properly authorised and that they are recorded as necessary to permit the preparation of true and fair

financial statements and to maintain accountability of assets.

 

In preparing the financial statements, management is responsible for assessing the Company’s ability to continue as a

going concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and using the going concern basis of

accounting unless management either intends to liquidate the Company or to cease operations, or has no realistic

alternative but to do so.

 

The directors’ responsibilities include overseeing the Company’s financial reporting process.

 

 

Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Financial Statements

 

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the financial statements as a whole are free from

material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditor’s report that includes our opinion.

Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in accordance with

SSAs will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from fraud or error and are

considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to influence the economic

decisions of users taken on the basis of these financial statements.

 

As part of an audit in accordance with SSAs, we exercise professional judgement and maintain professional scepticism

throughout the audit. We also:

 

(a)　Identify and assess the risks of material misstatement of the financial statements, whether due to fraud or error,

design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is sufficient and

appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement resulting from fraud

is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery, intentional omissions,

misrepresentations, or the override of internal control.

 

(b)　Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

Company’s internal control.

 

(c)　Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and related

disclosures made by management.
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INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT TO THE MEMBER OF

CSOP ASSET MANAGEMENT PTE. LTD.

 

 

Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Financial Statements (cont’d)

 

(d)　Conclude on the appropriateness of management’s use of the going concern basis of accounting and, based on the

audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast

significant doubt on the Company’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material

uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditor’s report to the related disclosures in the financial

statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are based on the audit

evidence obtained up to the date of our auditor’s report. However, future events or conditions may cause the

Company to cease to continue as a going concern.

 

(e)　Evaluate the overall presentation, structure and content of the financial statements, including the disclosures, and

whether the financial statements represent the underlying transactions and events in a manner that achieves fair

presentation.

 

We communicate with the directors regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and

significant audit findings, including any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

 

Report on Other Legal and Regulatory Requirements

 

In our opinion, the accounting and other records required by the Act to be kept by the Company have been properly kept

in accordance with the provisions of the Act.

 

The engagement partner on the audit resulting in this independent auditor’s report is Tew Kok Seng.

 

 

 

 

 

Public Accountants and

Chartered Accountants

Singapore

 

 

29 May 2026

 

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出代理人が

別途保管しております。
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